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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30年３月 23日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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【訪問系サービス関係共通事項】 

○ 事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者 20 人以上にサービス

を行う場合の減算（集合住宅減算） 

問２ 集合住宅減算についてはどのように算定するのか。 

（答） 

集合住宅減算の対象となるサービスコードの所定単位数の合計に対して減算率を

掛けて算定をすること。 

なお、区分支給限度基準額を超える場合、区分支給限度基準額の管理に際して、区

分支給限度基準額の超過分に同一建物減算を充てることは出来ないものとする。 

 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関する Q＆A（平成 27年 4月１日）問 10 参照 
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【訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護関係共通事

項】 

○ 生活機能向上連携加算について 

問３ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）について、告示上、「訪問リハビリテーション、通

所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪問する際にサービス提

供責任者が同行する等により」とされているが、「一環」とは具体的にはどのような

ものか。 

（答） 

具体的には、訪問リハビリテーションであれば、訪問リハビリテーションで訪問す

る際に訪問介護事業所のサービス提供責任者が同行することであるが、リハビリテー

ションを実施している医療提供施設の医師については、訪問診療を行う際等に訪問介

護事業所のサービス提供責任者が同行することが考えられる。 
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【共生型サービス】 

○ 共生型サービスの指定について 

問 44 平成 30年４月から、共生型サービス事業所の指定が可能となるが、指定の際は、

現行の「訪問介護」、「通所介護」、「短期入所生活介護」として指定するのか。それと

も、新しいサービス類型として、「共生型訪問介護」、「共生型通所介護」、「共生型短

期入所生活介護」として指定が必要となるのか。それとも「みなし指定」されるのか。 

（答） 

・共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサービ

ス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、もう一

方の制度における居宅サービスの指定も受けやすくする、あくまでも「居宅サービス

の指定の特例」を設けたものであるため、従前通り「訪問介護」、「通所介護」、「短期

入所生活介護」として、事業所の指定申請に基づき自治体が指定する。 

・なお、当該指定の申請は、既に障害福祉サービスの指定を受けた事業所が行うこと

となるが、いずれの指定申請先も都道府県（＊）であるため、指定手続について可能

な限り簡素化を図る観点から、障害福祉サービス事業所の指定申請の際に既に提出し

た事項については、申請書の記載又は書類の提出を省略できることとしているので、

別添を参照されたい。 

 

（＊）定員 18 人以下の指定生活介護事業所等は、（共生型）地域密着型通所介護

事業所として指定を受けることとなるが、当該指定申請先は市町村であるため、

申請書又は書類の提出は、生活介護事業所等の指定申請の際に既に都道府県に

提出した申請書又は書類の写しを提出することにより行わせることができるこ

ととしている。 

 

※指定障害福祉サービス事業所が、（「共生型サービスの指定の特例」を受けることな

く、通常の）介護保険の居宅サービスの指定の申請を行う場合についても同様の取

扱いとする。 

 

問 45 改正後の介護保険法第 72条の２第１項ただし書に規定されている共生型居宅サ

ービス事業者の特例に係る「別段の申出」とは具体的にどのような場合に行われるこ

とを想定しているのか。 

（１）例えば、障害福祉制度の生活介護の指定を受けている事業者が、指定申請を行

う場合、 

①「別段の申出」をしなければ、共生型の通所介護の基準に基づき指定を受けるこ

とができる 

②「別段の申出」をすれば、通常の通所介護の基準に基づき指定を受ける 
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ことになるということか。 

（２）介護報酬については、 

上記①の場合、基本報酬は所定単位数に 93／100を乗じた単位数 

上記②の場合、基本報酬は所定単位数（通常の通所介護と同じ） 

ということか。 

（答） 

【（１）について】 

・貴見のとおりである。 

・共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサービ

ス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、もう一

方の制度における居宅サービスの指定も受けやすくする、「（共生型）居宅サービスの

指定の特例」を設けたもの。 

・（１）の場合、指定障害福祉事業所が介護保険サービスを行うことになるが、 

①指定障害福祉事業所が、介護保険サービスの基準を満たせない場合 

②指定障害福祉事業所が、（「（共生型）居宅サービスの指定の特例」を受けること

なく）介護保険サービスの基準を満たす場合（※現在も事実上の共生型サービ

スとして運営可能） 

があるため、②の場合に「別段の申出」を必要としているもの。 

・なお、「別段の申出」については、以下の事項を記載した申請書を、当該申出に係

る事業所の所在地の指定権者に対して行う。 

ア 当該申出に係る事業所の名称及び所在地並びに申請者及び事業者の管理者の

氏名及び住所 

イ 当該申出に係る居宅サービスの種類 

ウ 法第 72条の２第１項等に規定する特例による指定を不要とする旨 

 

【（２）について】 

・貴見のとおりである。 

 

≪参考≫ 

・介護保険法（平成９年法律第 123号）（抄） 

（共生型居宅サービス事業者の特例） 

第七十二条の二 訪問介護、通所介護その他厚生労働省令で定める居宅サービスに係

る事業所について、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十一条の五

の三第一項の指定（当該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて厚生労

働省令で定める種類の同法第六条の二の二第一項に規定する障害児通所支援（以下
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「障害児通所支援」という。）に係るものに限る。）又は障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号。以下「障害者

総合支援法」という。）第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定（当

該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類

の障害者総合支援法第五条第一項に規定する障害福祉サービス（以下「障害福祉サ

ービス」という。）に係るものに限る。）を受けている者から当該事業所に係る第七

十条第一項（第七十条の二第四項において準用する場合を含む。）の申請があった

場合において、次の各号のいずれにも該当するときにおける第七十条第二項（第七

十条の二第四項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定

の適用については、第七十条第二項第二号中「第七十四条第一項の」とあるのは「第

七十二条の二第一項第一号の指定居宅サービスに従事する従業者に係る」と、「同

項」とあるのは「同号」と、同項第三号中「第七十四条第二項」とあるのは「第七

十二条の二第一項第二号」とする。ただし、申請者が、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、別段の申出をしたときは、この限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定居宅サー

ビスに従事する従業者に係る都道府県の条例で定める基準及び都道府県の条例

で定める員数を満たしていること。 

二 申請者が、都道府県の条例で定める指定居宅サービスの事業の設備及び運営

に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができると認

められること。 

２～５ （略） 

 

問 46 共生型サービス事業所の指定を行う際、指定通知書等に明確に「共生型」と区

分する必要があるのか。 

（答） 

不要である。 

 

問 47 通所介護（都道府県指定）の利用定員は 19人以上、地域密着型通所介護（市町

村指定）の利用定員は 18 人以下とされているが、例えば、障害福祉制度の生活介護

の指定を受けた事業所が介護保険（共生型）の通所介護の指定を受ける場合、定員

19人以上であれば都道府県に指定申請を、定員 18人以下であれば市町村に指定申請

を行うことになるのか。 

（答） 

・共生型通所介護の定員については、共生型通所介護の指定を受ける指定生活介護事

業所等において同時にサービス提供を受けることができる利用者数の上限であり、介

護給付の対象となる利用者（要介護者）と障害給付の対象となる利用者（障害者）と
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の合算で、利用定員を定めることとなるため、貴見のとおりである。 

・なお、障害福祉制度の指定を受けた事業所が介護保険（共生型）の訪問介護又は短

期入所生活介護の指定を受ける場合、これらのサービスには市町村指定の地域密着型

サービスは存在しないため、事業所規模に関わらず、都道府県に指定申請を行うこと

になる。 

 

○ 共生型サービスの定員超過減算について 

問 48 共生型通所介護（障害福祉制度の生活介護事業所等が、要介護者へ通所介護を

行う場合）の場合、定員超過の減算はどちらを対象に、どのように見るべきか。 

（答） 

・共生型通所介護事業所の定員については、介護給付の対象となる利用者（要介護者）

と障害給付の対象となる利用者（障害児者）との合算で、利用定員を定めることとし

ているため、合計が利用定員を超えた場合には、介護給付及び障害給付の両方が減算

の対象となる。 

 

※共生型短期入所生活介護事業所についても同様の取扱いとする。 

 

○ 共生型サービスの人員基準欠如減算について 

問 49 共生型通所介護事業所と共生型短期入所生活介護事業所（介護保険の基準を満

たしていない障害福祉の事業所）の人員基準欠如減算は、障害福祉の事業所として人

員基準上満たすべき員数を下回った場合には、介護給付と障害給付の両方が減算の対

象となるものと考えてよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。 
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別添 

共生型サービス事業所の指定手続の省略・簡素化 

 

○ 障害福祉と介護保険で相互に共通又は類似する項目については、指定の更新の際に申請書の記載又は書類の提出の省略が可能な事

項を基本としつつ、以下のとおり省略又は簡素化できることとする。 

 

（１）訪問介護（介護保険法施行規則第 114条第２項による省略） 

介護保険法施行規則 

（第 114条） 

訪問介護 

障害者総合支援法施行規則 

（第 34条の７） 

居宅介護・重度訪問介護 

省略可否 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業

所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業

所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 

× 

 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにそ

の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにそ

の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

× 

 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 × 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書

又は条例等 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書

又は条例等 

○ 

五 事業所の平面図 五 事業所の平面図 ○ 

五の二 利用者の推定数 - - 

六 事業所の管理者及びサービス提供責任者の氏名、生

年月日、住所及び経歴 

六 事業所の管理者及びサービス提供責任者（中略）の

氏名、生年月日、住所及び経歴 

○ 

七 運営規程 七 運営規程 × 
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八 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の

概要 

八 利用者又はその家族からの苦情を解決するために

講ずる措置の概要 

○ 

 

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及

び勤務形態 

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及

び勤務形態 

× 

十 当該申請に係る事業に係る資産の状況 十 当該申請に係る事業に係る資産の状況 ○ 

十一 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費

の請求に関する事項 

十一 当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に

関する事項 

× 

 

十二 法第七十条第二項各号（中略）に該当しないこと

を誓約する書面（以下略） 

十二 法第三十六条第三項各号に該当しないことを誓

約する書面（以下略） 

× 

 

十三 役員の氏名、生年月日及び住所 十三 役員の氏名、生年月日及び住所 × 

十四 その他指定に関し必要と認める事項 十四 その他指定に関し必要と認める事項 × 

 

（２）通所介護（介護保険法施行規則第 119条第２項による省略・簡素化） 

※地域密着型通所介護も同様（介護保険法施行規則第 131条の３の２第３項による省略・簡素化） 

介護保険法施行規則 

（第 119条） 

通所介護 

児童福祉法施行規則 障害者総合支援法施行規則 省略可否 

（第 18条の 27） 

児童発達支援 

（第 18条の 29） 

放課後等デイサ

ービス 

（第 34条の９） 

生活介護 

（第 34条の 14

第４項） 

自立訓練（機能

訓練） 

（第 34条の 14

第５項） 

自立訓練（生活

訓練） 

一 事業所（当該事業

所の所在地以外の場

所に当該申請に係る

事業の一部を行う施

一 事業所（当

該事業所の所

在地以外の場

所に当該事業

一 事業所（当

該事業所の所

在地以外の場

所に当該事業

一  事業所の

名称及び所

在地 

 

一 事業所の

名称及び所

在地 

 

一 事業所の

名称及び所

在地 

 

× 
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設を有するときは、

当該施設を含む。）の

名称及び所在地 

所の一部とし

て使用される

事務所を有す

るときは、当

該事務所を含

む。）の名称及

び所在地 

所の一部とし

て使用される

事務所を有す

るときは、当

該事務所を含

む。）の名称及

び所在地 

二 申請者の名称及び

主たる事務所の所在

地並びにその代表者

の氏名、生年月日、

住所及び職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所在

地並びにその

代 表 者 の 氏

名、生年月日、

住所及び職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所在

地並びにその

代 表 者 の 氏

名、生年月日、

住所及び職名 

二 申請者の

名称及び主

たる事務所

の所在地並

びにその代

表者の氏名、

生年月日、住

所及び職名 

二 申請者の

名称及び主

たる事務所

の所在地並

びにその代

表者の氏名、

生年月日、住

所及び職名 

二 申請者の

名称及び主

たる事務所

の所在地並

びにその代

表者の氏名、

生年月日、住

所及び職名 

× 

 

三 当該申請に係る事

業の開始の予定年月

日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年月

日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年月

日 

三 当該申請

に係る事業

の開始の予

定年月日 

三 当該申請

に係る事業

の開始の予

定年月日 

三 当該申請

に係る事業

の開始の予

定年月日 

× 

四 申請者の定款、寄

附行為等及びその登

記事項証明書又は条

例等 

四 申請者の定

款、寄附行為

等及びその登

記事項証明書

四 申請者の定

款、寄附行為

等及びその登

記事項証明書

四 申請者の

定款、寄附行

為等及びそ

の登記事項

四 申請者の

定款、寄附行

為等及びそ

の登記事項

四 申請者の

定款、寄附行

為等及びそ

の登記事項

○ 
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又は条例等 又は条例等 証明書又は

条例等 

証明書又は

条例等 

証明書又は

条例等 

五 事業所（当該事業

所の所在地以外の場

所に当該申請に係る

事業の一部を行う施

設を有するときは、

当該施設を含む。）の

平面図（各室の用途

を明示するものとす

る。）及び設備の概要 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

る も の と す

る。）及び設備

の概要 

 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

る も の と す

る。）及び設備

の概要 

 

五 事業所の

平面図（各室

の用途を明

示するもの

とする。）及

び設備の概

要 

五 事業所の

平面図（各室

の用途を明

示するもの

とする。）及

び設備の概

要 

五 事業所の

平面図（各室

の用途を明

示するもの

とする。）及

び設備の概

要 

○ 

－ 六 利用者の推

定数 

六 利用者の推

定数 

六 利用者の

推定数 

六 利用者の

推定数 

六 利用者の

推定数 

× 

六 事業所の管理者の

氏名、生年月日、住

所及び経歴 

 

七 事業所の管

理者及び児童

発達支援管理

責任者（中略）

の氏名、生年

月日、住所及

び経歴 

七 事業所の管

理者及び児童

発達支援管理

責任者の氏

名、生年月日、

住所及び経歴 

七 事業所の

管理者及び

サービス管

理責任者の

氏名、生年月

日、住所及び

経歴 

七 事業所の

管理者及び

サービス管

理責任者の

氏名、生年月

日、住所及び

経歴 

七 事業所の

管理者及び

サービス管

理責任者の

氏名、生年月

日、住所及び

経歴 

○ 

七 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 × 

八 利用者からの苦情

を処理するために講

九 障害児又は

その家族から

九 障害児又は

その家族から

九 利用者又

はその家族

九 利用者又

はその家族

九 利用者又

はその家族

○ 
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ずる措置の概要 の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

からの苦情

を解決する

ために講ず

る措置の概

要 

からの苦情

を解決する

ために講ず

る措置の概

要 

からの苦情

を解決する

ために講ず

る措置の概

要 

九 当該申請に係る事

業に係る従業者の勤

務の体制及び勤務形

態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及び

勤務形態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及び

勤務形態 

十 当該申請

に係る事業

に係る従業

者の勤務の

体制及び勤

務形態 

十 当該申請

に係る事業

に係る従業

者の勤務の

体制及び勤

務形態 

十 当該申請

に係る事業

に係る従業

者の勤務の

体制及び勤

務形態 

× 

十 当該申請に係る事

業に係る資産の状況 

十一 当該申請

に係る事業に

係る資産の状

況 

十一 当該申請

に係る事業に

係る資産の状

況 

十一 当該申

請に係る事

業に係る資

産の状況 

十一 当該申

請に係る事

業に係る資

産の状況 

十一 当該申

請に係る事

業に係る資

産の状況 

○ 

- - - 十二 指定障

害福祉サー

ビス基準第

九十一条の

協力医療機

関の名称及

び診療科名

並びに当該

十二 指定障

害福祉サー

ビス基準第

九十一条の

協力医療機

関の名称及

び診療科名

並びに当該

十二 指定障

害福祉サー

ビス基準第

九十一条の

協力医療機

関の名称及

び診療科名

並びに当該

× 
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協力医療機

関との契約

の内容 

協力医療機

関との契約

の内容 

協力医療機

関との契約

の内容 

十一 当該申請に係る

事業に係る居宅介護

サービス費の請求に

関する事項 

十二 当該申請

に係る事業に

係る障害児通

所給付費の請

求に関する事

項 

十二 当該申請

に係る事業に

係る障害児通

所給付費の請

求に関する事

項 

十三 当該申

請に係る事

業に係る介

護給付費の

請求に関す

る事項 

十三 当該申

請に係る事

業に係る訓

練等給付費

の請求に関

する事項 

十三 当該申

請に係る事

業に係る訓

練等給付費

の請求に関

する事項 

× 

 

十二 誓約書 十三 法第二十

一条の五の十

五第二項各号

に該当しない

ことを誓約す

る書面（以下

略） 

十三 誓約書 十四 誓約書 十四 誓約書 十四 誓約書 × 

十三 役員の氏名、生

年月日及び住所 

十四 役員の氏

名、生年月日

及び住所 

十四 役員の氏

名、生年月日

及び住所 

十五 役員の

氏名、生年月

日及び住所 

十五 役員の

氏名、生年月

日及び住所 

十五 役員の

氏名、生年月

日及び住所 

× 

十四 その他指定に関

し必要と認める事項 

十五 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十五 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十六 その他

指定に関し

必要と認め

る事項 

十六 その他

指定に関し

必要と認め

る事項 

十六 その他

指定に関し

必要と認め

る事項 

× 
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（３）短期入所生活介護（介護保険法施行規則第 121条第３項による省略） 

※介護予防短期入所生活介護も同様（介護保険法施行規則第 140条の 10第３項による省略） 

介護保険法施行規則 

（第 121条） 

短期入所生活介護 

障害者総合支援法施行規則 

（第 34条の 11） 

短期入所 

省略可否 

一 事業所の名称及び所在地 一 事業所の名称及び所在地 × 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにそ

の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにそ

の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

× 

 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 × 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書

又は条例等 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書

又は条例等 

○ 

五 当該申請に係る事業を指定居宅サービス等基準第

百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老

人ホームにおいて行う場合又は同条第四項に規定す

る併設事業所（次号において「併設事業所」という。）

において行う場合にあっては、その旨 

五 事業所の種別（指定障害福祉サービス基準第百十五

条第一項に規定する併設事業所（次号及び第七号にお

いて「併設事業所」という。）又は同条第二項の規定

の適用を受ける施設の別をいう。） 

× 

六 建物の構造概要及び平面図（当該申請に係る事業を

併設事業所において行う場合にあっては、指定居宅サ

ービス等基準第百二十四条第三項に規定する併設本

体施設又は指定居宅サービス等基準第百四十条の四

第三項に規定するユニット型事業所併設本体施設の

平面図を含む。）（各室の用途を明示するものとする。）

六 建物の構造概要及び平面図（当該申請に係る事業を

併設事業所において行う場合にあっては、指定障害福

祉サービス基準第百十七条第二項に規定する併設本

体施設の平面図を含む。）（各室の用途を明示するもの

とする。）並びに設備の概要 

○ 
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並びに設備の概要 

七 当該申請に係る事業を指定居宅サービス等基準第

百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老

人ホームにおいて行うときは当該特別養護老人ホー

ムの入所者の定員、当該特別養護老人ホーム以外の事

業所において行うときは当該申請に係る事業の開始

時の利用者の推定数 

七 当該申請に係る事業を併設事業所において行うと

きは利用者の推定数、指定障害福祉サービス基準第百

十五条第二項の規定の適用を受ける施設において行

うときは当該施設の入所定員 

× 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 八 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 ○ 

九 運営規程 九 運営規程 × 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の

概要 

十 利用者又はその家族からの苦情を解決するために

講ずる措置の概要 

○ 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制

及び勤務形態 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制

及び勤務形態 

× 

十二 当該申請に係る事業に係る資産の状況 十二 当該申請に係る事業に係る資産の状況 ○ 

十三 指定居宅サービス等基準第百三十六条（指定居宅

サービス等基準第百四十条の十三において準用する

場合を含む。）の協力医療機関の名称及び診療科名並

びに当該協力医療機関との契約の内容 

十三 指定障害福祉サービス基準第百二十五条におい

て準用する指定障害福祉サービス基準第九十一条の

協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医

療機関との契約の内容 

○ 

十四 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費

の請求に関する事項 

十四 当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に

関する事項 

× 

十五 誓約書 十五 誓約書 × 

十六 役員の氏名、生年月日及び住所 十六 役員の氏名、生年月日及び住所 × 

十七 その他指定に関し必要と認める事項 十七 その他指定に関し必要と認める事項 × 
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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４） 

 

【訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護関係共通事項】 

○ 生活機能向上連携加算について 

問１ 「ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡ

ＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理

学療法士等とサービス提供責任者で事前に方法等を調整するものとする」とあるが、具

体的にはどのような方法があるのか。 

（答） 

利用者のＡＤＬ（寝返り、 起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩ

ＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況及びその改

善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）を行った上で、訪問介護計画

には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中で必

要な機能の向上に資する内容を記載しなければならないことから、外部の理学療法士等

は、生活機能アセスメントに留意した助言を行うことが求められる。 

① 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

② 生活機能アセスメントの結果に基づき、①の内容について定めた３月を目途とする

達成目標 

 ③ ②の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

④ ②及び③の目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

 

ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合については、具体的には次のような

方法が考えられる。 

① 訪問介護事業所のサービス提供責任者と外部の理学療法士等が、リアルタイムでの

コミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を用いて、外部の理学療法

士等が利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握すること。なお、通信時間等の調整

を行い、当該利用者の自宅（生活の場・介護現場）にてビデオ通話を行うこと。 

② 訪問介護事業所のサービス提供責任者と外部の理学療法士等が、あらかじめ、動画

によって利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況について適切に把握することができるよ

う、動画の撮影方法及び撮影内容を調整した上で、訪問介護事業所のサービス提供責

任者が利用者宅で動画撮影を行い、当該動画データを外部の理学療法士等に提供する

ことにより、外部の理学療法士等が利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握するこ

と。なお、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの動画内容は、当該利用者の自宅（生活

の場・介護現場）の環境状況、動作の一連の動き等がわかるように撮影すること。 
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また、実施に当たっては、利用者の同意を取るとともに、個人情報の適切な取扱い

に留意することが必要である。SNS（Social Networking Service）の利用については、

セキュリティが十分に確保されていないサービスもあることから、一般社団法人保健

医療福祉情報安全管理適合性評価協会（HISPRO）が公表している「医療情報連携にお

いて、SNS を利用する際に気を付けるべき事項」を参考に、適切な対策を講じることが

適当である。なお、外部の理学療法士等が、保険医療機関の電子カルテなどを含む医

療情報システムと共通のネットワーク上の端末を利用して行う場合には、厚生労働省

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（第５版）」（平成 29年５月）に

対応していることが必要である。 

訪問介護事業所 ①撮影方法や
内容の調整

訪問リハ・通所リハ事業所・
リハを実施する医療提供施設

（PT・OT・ST・医師）

自宅（生活の場・介護現場）

（利用者・ヘルパー）

訪問リハ・通所リハ事業所・
リハを実施する医療提供施設

（PT・OT・ST・医師）

自宅（生活の場・介護現場）

（利用者・ヘルパー）

（管理者・サ責・ヘルパー）

訪問介護事業所

（管理者・サ責・ヘルパー）

②動画の
撮影

③動画データ
の提供

ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を活用する事例

（１）リアルタイムでのコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を活用する場合

（２）撮影方法及び撮影内容を調整した上で動画を撮影し、動画データを外部の理学療法士等に提供する場合

ビデオ通話※

※携帯電話等での
テレビ電話を含む
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【共生型サービス】 

○ 障害者施設が日中に提供する共生型サービスについて 

問２ 共生型サービスの取扱いについて、指定障害者支援施設が昼間に行う日中活動系サ

ービスは共生型サービスの対象であるか。 

（答） 

 指定障害福祉事業所のうち指定障害者支援施設が昼間に行う日中活動系サービスにつ

いても、共生型通所介護及び共生型地域密着型通所介護の対象となる。 

 

○ 機能訓練指導員が共生型生活介護における自立訓練（機能訓練）を行うことについて 

問３ 通所介護事業所が共生型生活介護の指定を受けたときに、通所介護の機能訓練指導

員（理学療法士等）が共生型生活介護における自立訓練（機能訓練）を行うことは可能

か。また、その場合は個別機能訓練加算の専従要件に該当するのか。 

（答） 

 通所介護の機能訓練指導員は、配置基準上は１以上とされており、共生型生活介護に

おける自立訓練（機能訓練）を兼務することは可能。 

共生型サービスは、高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするた

めに、介護保険と障害福祉両方の制度に位置づけられたものであり、対象者を区分せず

に、一体的に実施することができる。 

 このため、機能訓練指導員が共生型生活介護における自立訓練（機能訓練）を行う場

合は、利用者である高齢者と障害児者の合計数により利用定員を定めることとしており、

その利用定員の範囲内において、両事業を一体的に実施し、機能訓練を行うものである

ことから、専従要件に該当する。 

 

【居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導】 

○ 単一建物居住者の人数が変更になった場合の算定について 

問４ 居宅療養管理指導の利用者の転居や死亡等によって、月の途中で単一建物居住者の

人数が変更になった場合の居宅療養管理指導費の算定はどうすればよいか。 

（答） 

居宅療養管理指導の利用者が死亡する等の事情により、月の途中で単一建物居住者の

人数が減少する場合は、当月に居宅療養管理指導を実施する当初の予定の人数に応じた

区分で算定する。 

  また、居宅療養管理指導の利用者が転居してきた等の事情により、月の途中で単一建

物居住者の人数が増加する場合は、 

① 当月に居宅療養管理指導を実施する予定の利用者については、当初の予定人数に応


